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ことを意味している。つまり、両極は呼応し
たグローカルな関係にある。具体的にいえば
地球温暖化ガス削減の危機的問題をとおして、
ローカルにも新産業創造ヴィジョンや、新た
な思想・文化再生の構想力、そしてその実践
的覚悟が市民に求められているということで
あろう。このような次第で、平均経常収支比
率が３年連続ワースト 1である奈良県の汚名
返上が、県政や市町村の保守的市政と財政構
造に対する具体的な転換への挑戦をとおして
実行に移されることがまず求められる。市民
の命・暮らしが一番などといった代わり映え
のしない表向きは無難な安心・安全マニフェ
ストを掲げていても、新しい世紀が要請する
危機的問題にはとても実質的に対応できず、
次世代からしっぺ返しを受けることにもなり
かねない。市民の暮らしを預かる政治家は目
的と結果を取り違えてもらっては困る。
宗教都市といわれる天理市では、10 月の

選挙において現市長が３選を果たした。投票
率は 55％。去る国選においても、天理市は
奈良県の市町村で最低の投票率を記録した。
天理市民が如何に政治に無関心であるかの証
しである。市はまず財政節約を唱えるなら、
限界集落・農業再生と、横浜市庁が敏速に対
応したように LED照明採用やバイオマス活
用のレベルから実践したらどうか。LEDは従
来の照明機器に比べ 50％、白球電球と比べ
ると 90％以上消費電力を削減する。有害な
紫外線がほとんどでなく、虫が寄り付かない。
日本の仏閣や宗教組織も、つぎつぎと環境に
も合理的な LED に急速に転換・対応し始め
ている。
微生物や樹木の残骸である石油などの化石

燃料は、環境負荷がおおい上に埋蔵量に限界
が見えている。風力は先進国デンマークが指
摘し始めたように、低周波音が身体に悪影響
を及ぼす。ソーラーは日照時と気候的な限界
から我が国には非効率的である。管理に危険
を常にはらむ原子力に依存しない、新エネル
ギー先端科学技術の誕生と、その産業化が期
待される所以である。

鳩山由紀夫首相が、国連演説で温暖化ガス
の大幅削減を提示し、グローバルな話題を提
供している。潘基文国連事務総長は「今こそ
行動の時だ。歴史はこれ以上の好機を与えて
くれないだろう」と、先進国や途上国に取り
組みの推進を力強く呼びかけた。しかし、国
内では 2020 年に 1990 年比「25％」という
削減目標は、高すぎるハードルだとして連合
会長や電力総連会からも批判を浴びている。
目標値を達成するためには、住宅の断熱化な
ど各家庭でほとんど強制に近い対策が必要に
なる。国際的協調に異論はないが、自国の国
益を後回しにすることとは全く別物という意
味の批判である。削減には努力はするが、日
本の省エネ技術を生かし、途上国での排出量
削減にまず貢献すべきだというわけだ。
しかし、困難な目標への挑戦は、人間と自

然・エネルギーの関わりを大きく変える。長
い間、近代化を支えてきた化石燃料の世紀が
終焉し、太陽光、風力、バイオマスなど再生
可能な新エネルギーの世紀が到来した。石炭
や石油、そしていつまでも原子力に依存する
産業は衰退するだろう。人類はその生存を賭
け、新エネルギーの世紀に向けて産業構造の
転換を迫られている。悲観することはない、
チェンジは常にチャンスでもある。「鳩山イ
ニシアチブ」構想のスピーチライターとも言
われる福山哲郎・外務副大臣は「（温暖化ガ
スを）多く排出する企業に配慮しないとは言
わないが、削減によって起こる産業構造の転
換、新産業の創造は、自社のビジネスチャン
スになり得る。大胆な切り替えができるのが、
政権交代ということだ」と説明し、温暖化ガ
スの削減を、単なる環境対策やエネルギー政
策にとどめるつもりはないと答える（『日経
ビジネス』09/10/5）。
政権交代後、八ツ場ダム工事中止やハブ空

港問題に象徴される国政と地方行政の拮抗・
連携のあり方が重要な時局問題として浮上し
ている。これらの問題は、地球温暖化対策に
おける国家と国際政治、ローカルとグローバ
ルの関係が切り離された問題ではないという
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